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0 永田晃 也 ，亀岡秋男 ( 北陸先端科学技術大 ) 

1 . はじめに 

北陸先端科学技術大学院大学 (JAIST) は 、 我が国初の国立の 独立大学院として 1 9 9 0 年に設立され 

た。 本学は文字通り 先端科学技術分野の 教育研究を行 6 機関として、 当初、 情報科学研究科と 材料科学研究 

科 02 研究科を以てスタートしたところ、 1 9 9 8 年には新たに 自然科学から 社会科学に至る 既存学問の再 

編・融合を理念とする 知識科学研究科を 開設した。 

知識科学研究科は、 教育目標として「知識社会」の 急激な変化に 対応し得る高度な 専門能力を持った 人材 

の養成を掲げており、 特に修士課程修了レベルでは「経営のわかるエンジニア、 科学技術のわかるマネジ ャ 

一 」の輩出を目指している。 本研究科の試みは、 経営学的な視点からは「 ナ レッジ・マネジメント」の 興隆 

に関連付けられてきたが、 上記のような 人材養成における 志向性は、 近年その重要性が 謂 われている MOT 

教育と軌を一にしていると 見ることもできる。 本報告では、 知識科学研究科におけるカリキュラムを 中心と 

して、 これまでの構想と 教育実践が技術経営 (MOT) とどのように 関連しているのかを 紹介する。 

2. 専攻、 カリキュラムおよびテキスト 

知識科学研究科の 専攻は、 社会科学・システム 科学に基礎をおく「知識社会システム 学 専攻」と、 自然科 

学・情報科学に 基礎をおく「知識システム 基礎 学 専攻」に分かれている。 各専攻には、 各々、 基幹 6 講座 と 

連携 3 講座が含まれており、 この他に寄附講座 1 つが 設置されている ( 表 1) 0 

本報告者らが 就任している「研究開発プロセス 論講座」のミッションは、 実質的に研究開発マネジメント 

の 教育研究にあ り、 所属学生の多くは MOT の領域に含まれる 研究テーマを 選択している。 それらの関連領 

域を研究テーマのキーワードによって 示すならば、 製品開発部門における 人的資源管理、 特許戦略、 知的資 

産の経済的評価、 ナショナル・プロジェクトの 評価手法、 技術競争力の 国際比較、 標準化競争、 リードユー 

ザー・プロセスなどが 挙げられる。 

このような MOT に関連する研究は 本報告者らの 講座に限らず、 知識社会システム 学 専攻に属する 他の講 

座においても 行われている。 また、 社会科学系以覚の 講座では、 発想支援システムの 開発などの研究開発基 

盤の構築に関連する 研究を推進している 講座があ る。 

知識科学研究科の 教育かリキュラムは、 表 2 のように構成されている。 ここに示された 科目のうち、 

MOT 教育に最も密接に 関連しているのは、 本報告者らが 担当している「イノベーション 概論」であ り、 そ 

れは必修の基幹科目に 位置づけられている。 表 3 に、 社会科学系出身の 学生を対象とする「イノベーション 

概論 A 」 ( 水田担当 ) のシラバスを 示す 0 ここでは、 MIT の MOTProgram や 、 米国 NatjonalResearchCouncil 

の整理した MOT の C 「 hticalissues" との高い一致 性 がみられるであ ろう。 なお、 これと並行して 実施している 

「イノベーション 概論 B 」 ( 亀岡担当 ) は、 自然科学系出身の 学生を対象としている。 

この基幹科目の 他にも、 MOT に関連する専門的なトピックを 扱い得る科目として、 「知識経営論」、 

「比較知識制度論」、 「次世代技術戦略特論」などがあ る。 これらの科目を 系統的に履修することによっ 

て 、 MOT に関する体系的な 知識を習得することが 可能であ る。 
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表 1  知識科学研究科の 編成 

連携機関     ㈱野村総合研究所 

ぉ 地域システム 地域システムの 連携機関 : 日本開発銀行 構築と展開 % 知的生産システム 高度知的生産、 連携機関 : ㈱日立製作所 ンステム 論 

( 注 ) Ⅹは、 連携講座です。 

甘 m 計座 

表 2  教育カリキュラム 

打破社会ンステム 手打抜 打枝ンステム 基礎 幸 専攻 

企笘 の 糊済宇 計ヰ 0 枚 宇 博 " 合 統計 " 玲 4 字 

助力 迅程 の牧羊     

ナ 共迫 科目 白球社会辞 世界経済 自棄 特 神法 科学哲学・科学文 

蛆荻科手 方法 甘 ンステム科学方法 下 
前甘 Ⅱ 知硅ぺ - ス方法 碕 。 瑛処 """ 給 

イ / ペ - ン ョン窩糖 

期 
基礎科目 。 """ 描 

"""" 牡瑛 

課 。 " 軽 " 玲 如仮 ンステム 玲 
知確 社会 瑛 "" 。 " 幹 

"" 倒 " 輪 
程 専 Ⅱ科目                 比 棋 故知恩制度 群系解析給 番                                               油   韻 表現 俺                                             

研究柄口 ( 特玲 A 、 研伊 A)  米 ] 

穏井 メディア 特甘 

博士 "" "" 代枝年 化合火 蝸俺特幹 " 田特甘 次世代打破ンステム 特甘 

後 
% 台ンステム 特甘 生命知 俺特 @ 

劫材俺及び 研究 柑打 ( 特俺日 、 研 紡日 )  米 2 
課   

理 研 綾 科目 グロ - パルコミュニケ - ション 
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表 3  MOT 関連コースのシラバス 

  

[ イノベーション 概論 A]  (Economics ㎝ d  MmagementofImovation  A) 

担 当 : 永田 

目 的 : 企業における 知識は、 その創造、 活用、 普及および蓄積からなる 一連のプロセスを 通じて、 経済成 
長の原動力となるイノベーションを 生み出す。 本 講義は、 このイノベーション・プロセスを 包括的に理解す 
ることにより、 知識経済をとりまく 問題の発見、 解決に不可欠な 素養を得ることを 目的とする。 

本 講義では社会科学系の 分野を専攻しょうとする 受講者を俳頭におき、 イノベーション 研究に関連する 概 
念を体系的に 取り上げて講述する。 
内 容 : 経済学および 経営学の領域において 提示されてきた 諸学説を概観し、 財 としての技術知識のマクロ 
的特性とイノベーションを 担う組織のミクロ 的特性の両面について 考察する。 また、 個別の産業分野に 関す 
る 事例を取り上げ、 日本企業における 技術力の形成過程について 議論するとともに、 イノベーションを 促進 
するための企業経営および 公共政策の課題に 言及する。 

教科書 : 必読論文を配布する。 

参考書     

R  F  l  ,PauIStonemm  (ed.),"Hmdb ㏄ koftheEconomicsof 血 novation 皿 dTec ㎞ ologicalChmge ‥， BlackweII, 

1995@(ISBN@0-631-19774-5) 
2 R F ; C ， Freeman‖nd´ ． Soete ， "The・conomics｛f！ndustrial！nnovation・ ， Pinter‾ublishers ， 1997 

(ISBN@1-855-67071-2) 
RF3 ;J.M. アッターバック 、 「イノベーション・ダイナミクス」、 有斐閣、 1998 年、 3,4 ㎝ 円 、 (ISBN4- 

Ml-16M3-0) 
他 、 適宜紹介する。 

関 連 : 「比較知識制度論」履修の 前提となる知識を 提供する。 経済学および 経営学の基礎知識を 持たない 
者は、 「企業の経済学」を 並行履修することが 望ましい。 

講義計画 : 

1) 序論 : イノベーションとは 何か一学説史の 概観 
2) イノベーションの 決定要因 (1) シュ ム ペーター仮説の 検討 

3) イノベーションの 決定要因 (2) 専有可能性のメカニズム 
4) 技術経営 (1) 技術戦略の構築 : ドミナント・デザインと 競争優位 

5) 技術経営 (2) 研究開発戦略と 技術予測の方法 
6) 技術経営 (3) 研究開発組織 
7) 技術経営 (4) コミュニケーションと 人的資源管理 
8) 技術経営 (5) 組織間イノベーション 
9) イノベーションとマクロ 経済 : 技術進歩と経済成長の 理論 
10) プロダクト・サイクルとイノベーションの 普及過程 

11) 事例研究 (1) 鉄鋼業 : プロセス・イノベーション 導入の国際比較 
12) 事例研究       自動車産業 : リーン生産システムの 完成まで 
13) 事例研究       日本企業における 製品開発力の 源泉 
14) ナショナル・イノベーション・システムと 科学技術政策 

15) 試験 
評 価 : レポートおよび 試験による。 
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MOT のような比較的新しい 学問分野に関する 教育を系統的に 進める上で直面する 問題の一つは、 適切な 

テキストの選択であ る。 前掲のシラバスに 掲示した参考書は、 イノベーションに 関する経済学的な 研究成果 

が 体系化された 文献であ るが、 欧米では経営学的な 問題意識を中心に 編纂されたテキストも 数多く刊行され 

ている " 。 報告者は、 実際に講義を 進めるに当たって、 それらのテキストにより 内容を補完している。 ま 

た 、 必読論文のリーディンバ・アサインメントによって、 テキストに固有のバイアスを 取り除き、 可能な限 

り研究領域の 全体像が把握できるように 考慮している。 

もう一つの問題は、 いかに実践的な 教育・研究の 場を整備するかであ る 刀 。 研究開発プロセス 論講座で 

は、 技術マネジメント や 科学技術政策に 関する研究テーマを 推進するに当たって、 企業や行政の 活動と密接 

に 連携した活動により 生のデータをⅡ 文 集 し 、 その体系化を 目指している。 

3. 就学状況 

知識科学研究科の 試みは、 漸く緒に付いたところであ り、 平成 1 「年度に双期課程 1 期 生 8 4 名が修了し 

たばかりであ るため、 MOT 関連コースに 限らず、 現況ではその 教育実践の効果を 客観的に評価するための 

充分なデータはない。 しかし、 報告者の経験に 昭 らしてみると、 MOT に関心を持つ 学生に対する 教育シス 

テム の適合度は高いと 思われる。 例えば、 本年 4 月に入学した 企業派遣学生の 中には、 イノベーションの 調 

査研究に強い 関心を持ち、 企業等での実務経験を 踏まえて、 次世代イノベーションのあ り方について 検討 

し 、 今大会でも発表に 当たっている 学生がいる。 

知識科学研究科の 就学状況にみられる 特徴の一つとして、 企業派遣等による 社会人学生の 受け入れが比較 

的 多いという点が 挙げられる。 前記 84 名の修了者のうち 1 5 名は派遣企業等への 復職者であ った。 入学双 

に社会人経験を 有する学生の 割合は、 平成 1 2 年度入学者の 内訳でみると 3 6% に上っている。 これらの 社 

金人学生の中には、 MOT に何らかの関連を 有する研究テーマを 選択する者が 多く見受けられ、 今後、 彼ら 

の問題意識に 一層適合したコースの 拡充が求められるであ ろう。 

4, おわりに 

技術経営 (MOT) については未だ 固有のディシプリンが 確立されておらず、 その主要なトピックに 関す 

る 理論的な基礎を 理解させるためには、 既存の経営学ないし 経済学の枠組みを 呼び出さなければならない 現 

状にあ る。 一方、 既存の学問分野が 提供する膨大な 基礎知識にまで 問題解決方法の 習得を遡及させること 

は 、 転変極まりない 実践的課題に 対応しようとする 志向性とのコンフリクトに 陥る可能性があ る。 このコン 

フリクトを解消するためには、 MOT 教育の目標に 向けて既存の 学問分野の知識を 再編することが 不可欠で 

あ る。 それは、 日本における MOT 教育の経験をさらに 蓄積して い く過程で実現されるであ ろ       

[ 荘 E] 

l.NationalRese 頒 ch  Counc れ ， Maan 凄 atgeeme Ⅱ to Ⅰ Teec 力 Ⅱ oJMo ま gy:m meH7dd 乃 仙 e 皿 COompe ば打Ⅴ eAd Ⅴれれ t 奄ど e,1987   

2. 例えば、 R.S.RosenbIoom  らの編集による "ResearchonTechnologicaII 皿 ovation,M ㎝ agement ㎝ dPolicy" の 

シリーズ (Volume  l は 1983 年刊行 )  や 、 R.A.Burgelmm  らの編集に 2  6  "StrategicM ㎝ agementofTec ㎞ ology 

㎝ dInnovation"  (1996 年に SecondEdition 刑律 が 参考になる。 また、 重要な論文を 編纂したものとしては、 

M.L.Tushmm  and  W.L.Moore(eds.)"ReadinginTheManagementofInnovatin,SecondEdition"(1988) 、 R.Katz 

(ed.)"meHumm  SideofManagingTechnologicalInnovation:A  ColIectionofReadings"(1997 痔が有用であ る。 

3. 例えば政策科学研究所 [ 技術政策・技術経営に 関する研究・ 教育・交流機関の 構想」 (1995) 、 研究・ 技 

術計画学会技術経営 (MOm) 分科会『技術経営 (MOT) の体系化を目指して」 (1998) を参照。 
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